
東日本大震災の原発災害の避難指示区域に指定された福島県１２市町村の被災事
業者のために中小機構が整備した仮設施設については、仮設施設を所有する市町村
に対して次の費用を助成します。

〈助成対象 福島県原災避難１２市町村等〉
（12市町村：富岡町、浪江町、川俣町、葛尾村、飯舘村、川内村、楢葉町、広野町、双葉町、大熊町、南相馬市、田村市）

令和7年度仮設施設有効活用等支援事業(助成)のご案内

【１．助成の内容】

仮設施設有効活用等支援事業(助成)は、次の３つの事業に対して助成します。

①仮設施設の「長期利用」
に係る助成

仮設許可により整備した施設を、
長期間利用し有効活用するた
め一般建築物とする際の必要
な修繕費、建築確認手数料な
どを助成します。

③仮設施設の「撤去」に係
る助成

仮設施設の撤去に必要な工事
費を助成します。

【２．助成のための要件】

[要件１] 原災避難１２市町村の被災事業者が入居している（していた）仮設施設
（または、１２市町村の避難住民を支援する目的で整備された仮設施設）

[要件２] 中小機構が整備し、原災避難１２市町村等に譲渡し、「現に市町村が所有」している
仮設施設

①「長期利用」の要件

・当初完成後から８年間、市町村
が施設を所有することが必要で
す。

※当初完成後５年経過した施設
は対象外

②「移設」の要件

・右記③と同様の要件に加えて、
以下の要件が必要です。

・できる限り現存する仮設施設の
部材を再利用すること。
・移設後の施設は現存する仮設
施設の延床面積以下であること。

・移転先は、原則、施設を所有す
ることになる市町村の土地である
こと。
・建築確認の手続をとること。
・移設完成後５年以上、市町村が
所有すること。

③「撤去」の要件

・復興関連事業で撤去が必要な
場合は、その事業で制度上、仮設
施設の移転補償費等が出ないこ
とが必要です。

②仮設施設の「移設」に係      

る助成

仮設施設の移設に必要な工事
費などを助成します。

最初は仮設のつも
りだったけど、長く
使うことにします。

私たちは退去
します。

私たちはまだ
使いたい。

引っ越しました。

新規に入居し
ました。

移設



【３．助成の対象経費、助成限度額】

【４．助成金の流れ】
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【事業の実施】
・施工業者との工事契約締結、 工
事の実施など
※交付決定から１年以内に完了報告書の提出
が必要です。
※交付決定前に支出した費用は助成対象となり
ません。
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長期利用助成金 移設助成金 撤去助成金

助成対象経費
・建築確認申請等の手数料

・建築確認を取得するために必
要となる軽微な修繕工事費

・仮設施設の解体、撤去の工事費

・移設施設の整備の設計費、工事
費等

・仮設施設の解体、撤去の工事
費

助成対象比率 １０／１０以内 １０／１０以内 １０／１０以内

助成限度額 全 額 全 額
 （上限あり）

全 額

その他留意事項

右記「撤去助成金」と同様の事項
に加えて、次の点にご留意くださ
い。

・入居者に対する休業補償等に係
る費用は助成対象外

・移転先の土地の造成費等は対
象外

原則、入居者の原状回復義務
に係るものは助成の対象外。

ただし、入居者等が設置した、
建物と一体不可分な間仕切り壁、
壁紙、床仕上げ等も助成の対象
とすることができますが、動産は
対象になりません。

※必ず、申請書提出前に機構の事前ヒアリングを受ける必要があります。

事
前
ヒ
ア
リ
ン
グ

※予算額がなくなった場合は、本助成事業は年度途中で終了する場合があります。

20250411改

※上記の助成メニューは建物棟ごとに選べます。

＜お問合せ先＞
                            独立行政法人中小企業基盤整備機構

          災害対策支援部 災害対策支援課
           ＴＥＬ：０３－５４７０－１５０１

           ＦＡＸ：０３－５４７０－１５４８
〒105-8453

東京都港区虎ノ門３－５－１ 虎ノ門３７森ビル6階
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